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一般国道３５７号
東京湾岸道路（神奈川県区間）④

：再評価

①事業採択後、5年以上経過した時点で未着工

②事業採択後、10年以上を経過した時点で継続中の事業

④再評価実施後、5年間が経過している事業

事業評価監視委員会 道路事業 位置図
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・内陸部の交通混雑緩和

・湾岸地域に立地する諸都市、諸施設の機能効率化

（１）目的

（２）計画の概要
かながわけん かわさきし かわさきく ひがしおうぎしま

自）神奈川県川崎市川崎区東扇島
かながわけん かわさきし かわさきく ひがしおうぎしま

至）神奈川県川崎市川崎区東扇島

かながわけん よこはまし つるみく だいこくふとう

自）神奈川県横浜市鶴見区大黒ふ頭
かながわけん よこはまし なかく ほんもくふとう

至）神奈川県横浜市中区本牧ふ頭

かながわけん よこはまし いそごく いそご

自）神奈川県横浜市磯子区磯子
かながわけん よこすかし なつしま

至）神奈川県横須賀市夏島

車線数 ４～６車線（３種道路）
４～６車線（４種道路）

事業化 昭和５２年～平成元年度

川崎市川崎区東扇島
かわさきしかわさきくひがしおうぎしま
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川崎市川崎区東扇島
かわさきしかわさきくひがしおうぎしま

横浜市鶴見区大黒ふ頭
よこはまし つるみく だいこくふとう

横浜市中区本牧ふ頭
よこはまし なかく ほんもくふとう

横浜市磯子区磯子

よこはまし いそごく いそご

横須賀市夏島

よこすかし なつしま 国道357号
Ｌ＝１２．７ｋｍ

4/(4～8) 供用
(H13.10)

東扇島
区 間

横浜ﾍﾞｲ
ﾌﾞﾘｯｼﾞ
区 間

磯子区
・夏島
区 間

１．事業の目的と計画の概要１．事業の目的と計画の概要
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横浜ベイブリッジ

未
事
業
化

区
間

主要地方道と
市道でネット
ワーク化

未事業化区間
（現道なし）

国道357号
Ｌ＝２．７ｋｍ

2/6 供用
(H16.4)

国道357号
Ｌ＝３．０ｋｍ

2/10 供用
(H6.12)

川崎市川崎区東扇島

未供用未供用区間区間

【本牧～鳥浜町】

【大黒～本牧（横浜ベイブリッジ区間）】【東扇島】

【夏 島】

標準横断図

横須賀市夏島
よこすかしなつしま

未
供
用

未
供
用

区
間
区
間



２．事業の必要性に関する視点２．事業の必要性に関する視点
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・ 交通の需要が多い横浜，川崎都心地区などの国道357号に並行する主要路線（1号,15号,16
号,産業道路）では渋滞が発生。渋滞損失額は年間約３３０億円／年。

・ また、臨海地域での都市再生プロジェクトや南本牧ふ頭を中心としたコンテナターミナルの整

備が進められており、更なる混雑が予想される。

(H27完成)
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渋滞損失額：約３３０億円/年
平成18年度

～ 5万人時間/年・km

5～10万人時間/年・km

10～20万人時間/年・km

渋滞損失時間

20～ 万人時間/年・km

渋滞ポイント

要対策箇所（渋滞）



平成18年度
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～ 5万人時間/年・km

5～10万人時間/年・km

10～20万人時間/年・km

渋滞損失時間

20～ 万人時間/年・km

渋滞ポイント

要対策箇所（渋滞）

渋滞損失額：約８５億円/年
（国道３５７号の渋滞なし）

渋滞損失額：約５６億円/年
（うち国道３５７号：４億円／年）

２．事業の必要性に関する視点２．事業の必要性に関する視点



平成18年度
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渋滞損失額：約１１９億円/年
（うち国道３５７号：３９億円／年）

～ 5万人時間/年・km

5～10万人時間/年・km

10～20万人時間/年・km

渋滞損失時間

20～ 万人時間/年・km

渋滞ポイント

要対策箇所（渋滞）

２．事業の必要性に関する視点２．事業の必要性に関する視点



森林 約1480haの二酸化炭素吸収量に相当
日比谷公園（約16 ha）の面積の約90倍に相当削減量

約15,700ｔ

 
日比谷公園

×約９０倍

注）植林によるCO2排出量は10.6ｔ-CO2/ha/年とした
出典）「土地利用、土地利用変化及び林業に関するグッド

・プラクティス・ガイダンス」

ペットボトル 約81,000本に相当削減量
約８．１ｔ

 

注）SPM削減量を500mlペットボトルに換算（SPM100g=500ml）
出典）「東京都環境局自動車公害対策部」

削減量
約８５ｔ

大型車に換算すると約２８万台／年に相当

注）大型車1台が40km/hで走行するときの排出量(4.40g/km・台)
として換算

出典）「国土技術政策総合研究所資料」×約２８万台

２．事業の必要性に関する視点２．事業の必要性に関する視点
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・ 国道３５７号の整備により、ＣＯ２、ＮＯＸ、ＳＰＭの年間排出量が削減。

×約8.1万本

ＣＯ２排出量

ＮＯＸ排出量

ＳＰＭ排出量



３．費用対効果３．費用対効果

■便益

3,392億円192億円553億円2,647億円基準年における
現在価値(B)

合計
交通事故
減少便益

走行経費
減少便益

走行時間
短縮便益

■費用

1,536億円56億円1,480億円基準年における
現在価値(Ｃ)

合計維持管理費改築費

■算定結果

2.2
3,392億円（総便益）
1,536億円(総費用)

B/Ｃ

注1）費用及び便益額は整数止めとする。
注2）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
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４．事業進捗の見込みの視点４．事業進捗の見込みの視点
・国道３５７号の経緯

Ｓ52年度 都市計画決定
Ｓ54年度 事業化

H4年度 工事着手
H6年度 暫定2車線供用

Ｓ52年度 都市計画決定

Ｓ58年度 事業化

H10年度 工事着手

Ｈ16年度 横浜ベイブリッジ供用
（暫定２車線）

Ｓ52年度 都市計画決定
Ｓ52年度 事業化
Ｓ62年度 金沢地区供用（暫定4車線）
Ｓ63年度 都市計画決定

（横浜市金沢区～横須賀市夏島町）

Ｈ５年度 柴航路橋供用

Ｈ11～13年度 磯子地区供用（暫定４車線）

【東扇島】【大黒～本牧（横浜ﾍﾞｲﾌﾞﾘｯｼﾞ）】【磯子～夏島】

磯子～夏島 大黒～本牧
（横浜ﾍﾞｲﾌﾞﾘｯｼﾞ）

東扇島

用地取得率：８２％

（事業化区間18.4kmでの面積ベース）
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用地・工事別 年度 Ｓ52 Ｓ53 Ｓ54 Ｓ55 Ｓ56 Ｓ57 Ｓ58 Ｓ59 Ｓ60 Ｓ61 Ｓ62 Ｓ63 Ｈ1 Ｈ2 Ｈ3 Ｈ4 Ｈ5 Ｈ6 Ｈ7 Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21
Ｈ22
～

東扇島
区間

用　地
横浜

ベイブリッジ
区間

磯子区・
夏島区間

進捗率
（面積）

1% 1% 3% 5% 8% 11% 12% 14% 20% 65% 66% 67% 70% 70% 80% 82%

東扇島
区間

工事
横浜

ベイブリッジ
区間

磯子区・
夏島区間

４．事業進捗の見込みの視点４．事業進捗の見込みの視点

首
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未供用区間・暫定供用区間にかかる工程表



1010

５．供用区間の周辺状況５．供用区間の周辺状況
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（２）事業進捗の見込みの視点

・磯子区・夏島区間の地元及び関係機関協議、用地買収を推進する。

・用地取得率（面積ベース）は８２％であり残件の殆どは大型工場であるが、当該整備に理解

があることから 用地取得の支障にならないため、用地買収が推進出来る見込み。

（１）事業の必要性等に関する視点

・交通の需要が多い横浜・川崎都心地区などの国道３５７号に並行する主要路線では渋滞が

発生。

・国道３５７号沿線には大型貨物車の発生源である物流施設が多く立地、更に都市再生プロ

ジェクト等の開発により大型車の増加が予想される。

・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は２．２である。

（３）対応方針（原案）
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６．今後の対応方針（原案）６．今後の対応方針（原案）

・当事業は継続が妥当。
・広域的に見た場合のネットワーク状況を勘案した上で効率的に整備を進める。




